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○市町村子ども3子育て支援事業計画は、5年間の計画期間における幼児期の学校教育菫保育菫

地域の子育て支援についての需給計画。(新制度の実施主体として、全市町村で作成。)

子ども。子育て家庭の状況及び需要

3歳以上の子どもを持つ、
保育を利用する家庭

(子ども。子育ての利用希望 )

学校教育 +保育+放課後児童

満3歳未満の子どもを持つ、
保育を利用する家庭

(子ども・子育ての利用希望 )

未満の子どもを持す

保育を利用せず

家庭で子育てを行う家庭

(子 ども・子育ての利l用 希望)

0歳以上の子どもを
保育を利用せず

家庭で子育てを行う家庭
(子ども・子育ての利用希望)

市町村子ども口子育て支援事業計画(5か年計画) .
幼児期の学校教育・保育・地域の子育て支援について、

「量の見込み」(現在の利用状況+利用希望)、「確保方策」(確保の内容十実施時期)を記載。

子どものための教育・保育給付

業置酷量書奪案暑  = 讐霊響堡育給拝
居宅訪問型保育事業者 ~ の対象 ※

育事業者

付・地域型保育綸付は、早朝・夜r33・ 休日 にも対応)

認定こども園、幼稚園、保育所 =施設型給付の対象※
*私立保育所については、委託費を支弁

※ 施設型給付・地域型保育給付の対象は、認可や認定を受けた施設・事業者の中から、市町

○市町村子ども・子育て支援事業計画めポィント ー「量の見込み」、「確保の内容」・「実施時期」

<量の見込み>
・幼児期の学校教育・保育・地域子ども・子育て支援事業について、「現在の利用状況+利用希望」を踏まえて

記載 (参酌標準)。

→住民の利用希望の把握が前提。(子ども・子育て支援法第61条第4項 )

<確保の内容・実施時期>
・幼児期の学校教育・保育について、施設 (認定こども園、幼稚園、保育所)、 地域型保育事業による確保の状況を記載。
口量の見込みとの差がある場合には、施設・地域型保育事業の整備が必要。

(例 )平成27年度に地域型保育事業 (50人分)を整備、平成28年度に施設 (100人分)を整備

・地域子ども・子育て支援事業についても、確保の状況を記載。量の見込みとの差がある場合、事業整備が必要。

○区域設定

○幼児期の学校教育・保育
<確保の内容・実施時期>

※上記のほか、人口減少地域などでは、上記以外の事業による確保も可能。

例)「 保育の必要性あり(3-5歳 )<2号 >」 →地域型保育事業で確保

(〇年度に○人分 )

○施設(認定こども園、幼稚園)で確保  、

○施設 (認定こども園、保育所)で確保

○施設 (認定こども園、保育所 )、 地域型保育事業で確保 一轡・赫脚○地域子ども・子育て支援事業

利用者支援、地域子育て支援拠点事業、一時

預かり事業、乳児家庭全戸訪問事業、ファミリー

サポートセンター事業、延長保育事業、病児保

育事業、放課後児童健全育成事業等
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認定こども園の普及、幼児期の学校教育・保育、地域の子育て支援の推進方策に係る事項

産後の体業及び育児体業後における特定教育・保育施設等の円滑な利用の確保

子どもに関する専門的な知識及び技術を要する支援に関する都道府県が行う施策との連携

労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるようにするために必要な雇用環境の整備に関する施策との連携


